
福井県建設工事総合評価落札方式（施工体制確認型）実施要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、福井県建設工事総合評価落札方式実施要領（以下「総合評価実施要領」という。）

第１条第１項に規定する総合評価落札方式を実施するに当たって、工事の品質を確保するため、施工

体制の確認を行うことにより、設計図書において求める要件の実現の確実性を評価する方式（以下「総

合評価落札方式（施工体制確認型）」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

２ この要領に別段の定めのない事項については、総合評価実施要領に定めるところによる。 

 

 （対象工事） 

第２条 総合評価落札方式（施工体制確認型）は、総合評価落札方式による工事のうち、原則として、

設計額（消費税および地方消費税に相当する額を含む。）が２億円を超えるものについて実施するもの

とする。 

 

 （施工体制の確認を行う場合における入札公告の記載事項） 

第３条 契約担当者は、総合評価落札方式（施工体制確認型）により一般競争入札に付そうとするとき

は、総合評価実施要領第５条に規定するもののほか、次に掲げる事項を公告するものとする。 

⑴ 総合評価落札方式（施工体制確認型）とすること。 

⑵ 開札後に施工体制の確認を行うための聴取り調査を行うこと。 

⑶ 前号の聴取り調査に必要な書類の提出を求めること。 

⑷ 前号の書類を提出しない者（あらかじめ提出を行わない旨を入札執行者に申し出た者を除く。）

および第２号の聴取り調査に応じない者が行った入札を無効とすること。 

⑸ 前各号に定めるもののほか、施工体制の確認に関し必要な事項 

 

 （評価方法） 

第４条 総合評価落札方式（施工体制確認型）とする場合における総合評価実施要領第６条の規定の適

用については、同条第１項中「標準点および技術評価点」とあるのは、「標準点、施工体制評価点お

よび技術評価点」とする。 

 評価点＝標準点＋施工体制評価点＋技術評価点 

 評価値＝評価点÷入札価格 

２ 総合評価落札方式（施工体制確認型）とする場合における標準点は、総合評価実施要領第６条第２

項の規定にかかわらず、７０点とする。ただし、第７条第１項に規定する追加書類等に記載された内

容が適切でないため、入札公告に記載された要求要件を満たすことができないと認められる場合には、

標準点を与えないことができる。 

３ 第１項の「施工体制評価点」とは、設計図書において求める要件の実現の確実性について、品質確

保の実効性に関する項目および施工体制確保の確実性に関する項目に対して、第８条および第９条に

規定するところにより与える数値をいい、それぞれの項目について１５点を配点し、３０点を満点と

する。 



 

 （聴取り調査の実施） 

第５条 入札執行者は、開札を行ったときは、速やかに、総合評価失格基準価格以上で、かつ、予定価

格の制限の範囲内で入札した全ての者について、施工体制の確認を行うための聴取り調査（以下「聴

取り調査」という。）を行うものとする。ただし、その申込みに係る価格が総合評価調査基準価格以

上の場合は、聴取り調査を行わないことができる。 

２ 入札執行者は、聴取り調査を行おうとする者（以下「聴取対象者」という。）に対し、その日時お

よび場所を通知するとともに、第７条第１項の規定により追加書類等の提出を求めるものとする。 

３ 聴取り調査に当たって聴取対象者が参加させることができる者は、配置を予定している技術者およ

び現場代理人を含む３名以内とする。 

４ 聴取対象者は、聴取り調査の際に、第７条第１項の規定により提出した追加書類等のうち添付資料

に係る原本を持参し、入札執行者からの求めに応じ、提示しなければならない。 

５ 聴取対象者は、聴取り調査に当たっては、第７条第１項の規定により提出された追加書類等に基づ

かない説明をすることができない。 

 

 （総合評価調査基準価格未満で申込みをした者に係る特例） 

第６条 入札執行者は、総合評価調査基準価格未満で申込みをした者がある場合において、その者が制

限付き一般競争入札実施要領第１１条第１項の規定により提出した工事費内訳書により、低入札価格

調査制度実施要領別表ウの項⑴①から⑤までのいずれかに該当することが確認できるときは、前条第

１項の規定にかかわらず、聴取り調査を行わないものとする。 

２ 前項に規定する場合においては、入札執行者は、低入札価格調査制度実施要領第７条第１項の規定

にかかわらず、その者に係る入札を、低入札価格調査を行わずに失格とすることができる。 

 

 （追加書類等） 

第７条 聴取対象者は、入札執行者が指定する日までに、制限付き一般競争入札実施要領第１１条の工

事費内訳書ならびに次に掲げる追加書類および別紙に定める添付資料（以下これらを「追加書類等」

という。）を郵送または持参の方法により、提出しなければならない。 

⑴ 低入札価格調査表（様式第１２号） 

⑵ 積算内訳書（様式第１３号） 

⑶ 手持工事の状況（対象工事付近）（様式第１４号） 

⑷ 手持工事の状況（対象工事関連）（様式第１４号の２） 

⑸ 下請予定業者等一覧表（様式第１５号） 

⑹ 手持資材の状況（様式第１６号） 

⑺ 資材購入予定先一覧（様式第１７号） 

⑻ 手持機械の状況（様式第１８号） 

⑼ 機械リース元一覧（様式第１９号） 

⑽ 労務者の確保計画（様式第２０号） 

⑾ 工種別労務者配置計画（様式第２１号） 



⑿ 建設副産物等の搬出地（様式第２２号） 

⒀ 建設副産物等の搬出および資材等の搬入に関する運搬計画書（様式第２３号） 

⒁ 品質確保体制（品質管理のための人員体制）（様式第２４号） 

⒂ 品質確保体制（品質管理計画書）（様式第２４号の２） 

⒃ 品質確保体制（出来形管理計画書）（様式第２４号の３） 

⒄ 安全衛生管理体制（安全衛生教育等）（様式第２５号） 

⒅ 安全衛生管理体制（点検計画）（様式第２５号の２） 

⒆ 安全衛生管理体制（仮設設置計画）（様式第２５号の３） 

⒇ 安全衛生管理体制（交通誘導員配置計画）（様式第２５号の４） 

(21) 施工体制台帳（様式第２６号） 

(22) 施工体系図（様式第２７号） 

２ 聴取対象者は、前項の入札執行者が指定する日までの間に限り、別記１により、追加書類等の提出

を行わない旨を申し出ることができる。この場合においては、当該申し出を行った聴取対象者は、入

札を辞退したものとみなす。 

３ 聴取対象者は、追加書類等を提出した後は、撤回、内容の修正または再提出をすることができない。 

４ 追加書類等の作成等に要する費用は、聴取対象者の負担とする。 

５ 追加書類等の返却および公表は、原則として行わない。 

 

 （施工体制の評価） 

第８条 入札執行者は、工事費内訳書ならびに追加書類等および聴取り調査の結果により審査を行い、

第４条第３項に規定する評価項目ごとに評価するものとする。 

２ 前項の規定による評価は、０点または１５点のいずれかとする。 

 

 （施工体制の確認に係る審査の方法） 

第９条 施工体制の確認に関する審査は、総合評価実施要領第７条第１項の技術資料、聴取り調査の結

果および追加書類等に基づき、次の各号に掲げる項目について、それぞれ当該各号に定めるところに

より行うものとする。 

⑴ 施工体制の確保の確実性  

ア 申込みに係る価格が総合評価調査基準価格未満である場合 次のいずれもが確実に達成するこ

とができると認められる場合に限り、１５点の評価をするものとする。 

(ｱ) 下請会社、当該下請会社が担当する工種、工事費内訳書等を総合的に勘案して、施工体制を

確実に構築することができるものであること。 

(ｲ) 施工計画を実施するための資材および機材の調達、労務者の確保に関する計画等を総合的に

勘案して、施工体制を確実に構築することができるものであること。 

イ 申込みに係る価格が総合評価調査基準価格以上である場合 アの(ｱ)または(ｲ)のいずれかが必

ずしも達成することができないと認められる特別の事由がある場合に限り、０点の評価をするも

のとする。  

⑵ 品質確保の実効性  



ア 申込みに係る価格が総合評価調査基準価格未満である場合 次のいずれもが確実に達成するこ

とができると認められる場合に限り、１５点の評価をするものとする。 

(ｱ) 建設副産物の受入れ、過積載の防止等法令遵守に関する対応を確実に行うものであること。 

(ｲ) 安全確保の体制を構築することができるものであること。 

(ｳ) その他工事の品質を確保するための体制を構築することができるものであること。 

イ 申込みに係る価格が総合評価調査基準価格以上である場合 アの(ｱ)から(ｳ)までのいずれかが

必ずしも達成することができないと認められる特別の事由がある場合に限り、０点の評価をする

ものとする。 

 

（指名停止等の措置） 

第１０条 聴取対象者が、追加書類等の全部もしくは一部を提出しない場合（第７条第２項の規定によ

る申し出を行っている場合を除く。）、提出した追加書類等に不備がある場合または聴取り調査に応

じない場合は、当該聴取対象者に対し、福井県工事等契約に係る指名停止等の措置要領に基づく指名

停止等の措置を講ずることがある。 

 

 （その他） 

第１１条 この要領に定めのない事項またはこの要領の規定によりがたい事項については、契約担当者

が必要に応じて別に定めるものとする。 

 

   附 則（平成２３年７月１４日） 

 この要領は、平成２３年７月１５日から施行し、同日以後に入札公告を行う工事から適用する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



別記１ 
平成  年  月  日 

 
 
 
福井県      事務所長 様 
 
 
 
                      商号または名称 
 
               （聴取対象者）所 在 地 
 
                      代 表 者 氏 名            ㊞ 
 
                             所属部署 
                         担当者 氏  名 
                             電話番号 
 

 
 

 平成  年  月  日  第    号で通知のありました施工体制の確認に係る聴取り調査の

実施については、都合により、追加書類等の提出を行いませんので、福井県建設工事総合評価落札方

式（施工体制確認型）実施要領第７条第２項の規定により申し出ます。 
 なお、この申し出を行ったことにより、入札を辞退したものとみなされることについて、何ら異議

を申し出ることはいたしません。 
 
 
 

 
 

 
 

（注） 
  この申出書は、契約を締結する権限を有する者が自署または記名押印の上、「施工体制の確認に係

る聴取り調査等の実施について（通知）」の３⑴に記載の提出期限までに、同通知の３⑵に記載の提

出場所に、同通知の３⑶に記載の提出方法により提出してください。 
 


